
要配慮個人情報の定義等について 

  
 

 

（１）条例においても要配慮個人情報を定義する。 

（２）個人情報取扱事務の目録に要配慮個人情報の有無を明記し、公表することとする。 

 

【理由】 

取扱いに配慮をすべき個人情報を条例上明らかにして、そのような情報が市のいかなる事務において使

用されているかを公表することにより、市の個人情報の取扱いに対する市民の安心や信頼の確保を図る。  

１ 条例改正の内容 

 

 

改正前 改正後 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）・（２）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

（３）～（９）（略） 

  

（個人情報取扱事務の届出） 

第６条 実施機関は、個人情報を取り扱う事務で

あって、個人の氏名、生年月日その他の記述又

は個人別に付された番号、記号その他の符号に

より当該個人を検索し得る状態で個人情報が記

録される公文書を使用するもの（以下「個人情

報取扱事務」という。）を新たに開始しようとす

るときは、あらかじめ次に掲げる事項を市長に

届け出なければならない。届け出た事項を変更

しようとするときも、同様とする。 

（１）～（５）（略） 

 

（６）・（７）（略） 

２（略） 

３ 市長は、第１項の規定による届出に係る事項

を記載した目録を作成し、一般の閲覧に供しな

ければならない。 

４（略） 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）・（２）（略） 

（３）要配慮個人情報 本人の人種、信条、社会

的身分、病歴、犯罪の経歴、犯罪により害を

被った事実その他本人に対する不当な差別、

偏見その他の不利益が生じないようにその取

扱いに特に配慮を要するものとして千葉市規

則で定める記述等が含まれる個人情報をい

う。 

（４）～（１０）（略） 

 

（個人情報取扱事務の届出） 

第６条 実施機関は、個人情報を取り扱う事務で

あって、個人の氏名、生年月日その他の記述又

は個人別に付された番号、記号その他の符号に

より当該個人を検索し得る状態で個人情報が記

録される公文書を使用するもの（以下「個人情

報取扱事務」という。）を新たに開始しようとす

るときは、あらかじめ次に掲げる事項を市長に

届け出なければならない。届け出た事項を変更

しようとするときも、同様とする。 

（１）～（５）（略） 

（６）要配慮個人情報を取り扱うときは、その旨 

（７）・（８）（略） 

２（略） 

３ 市長は、第１項の規定による届出に係る事項

を記載した目録を作成し、一般の閲覧に供しな

ければならない。 

４（略） 

 

２ 条例改正案（新旧対照表） 

 

 

（１）人種 

（２）信条（思想と宗教を含む。） 

（３）社会的身分 

（４）病歴 

（５）犯罪の履歴 

（６）犯罪により害を被った事実 

（７）身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）があること。 

（８）健康診断その他の検査の結果 

（９）刑事事件に関する手続が行われたこと。 

（10）少年の保護事件に関する手続が行われたこと。 

３ 行政機関個人情報保護法等における要配慮個人情報の内容 

 

 

○ 千葉市個人情報保護条例（抜粋） 

第７条（略） 

２（略） 

３ 実施機関は、思想、信条並びに宗教に関する個人情報並びに社会的差別の原因となる個人情報を収集し

てはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。 

（１）法令等に定めがあるとき。 

（２）個人情報を取り扱う事務の性質上当該個人情報が必要不可欠であると認められるとき。 

４ 実施機関は、前項に規定する個人情報を同項第２号の規定により収集したときは、遅滞なく、その旨を

審議会に報告しなければならない。ただし、第１０条第１項ただし書の規定により審議会の意見を聴いた

場合は、この限りでない。 

第１０条 実施機関は、第７条第３項に規定する個人情報の電子計算機処理を行ってはならない。ただし、

審議会の意見を聴いた上で、事務の性質上やむを得ないと実施機関が認めるときは、この限りでない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
個人情報一般 

  

要配慮個人情報 
 

センシティブ情報 

個人情報保護法 

（民間事業者） 
取得に制限なし 

 

取得は原則本人同意が必要   （センシティブ情報の定義なし） 

行政機関個人情報保護法

（国の行政機関） 
法令の定める所掌事務の遂行に必要なもののみ取得・保有       （センシティブ情報の定義なし） 

個人情報保護条例 

（千葉市） 
取得は原則として本人から 

 

原則取得禁止（本人同意があっても） 

 

４ 要配慮個人情報と個人情報保護条例が定める「センシティブ情報」との関係 

センシティブ情報 

個人情報 

要配慮個人情報 センシティブ情報 

資料１－２ 



個人情報取扱事務目録の改正イメージ 

 

【現行】 

 

 

 

 

【改正後のイメージ】 

 

 

□ 共通 □ 事業所等共通 □ 固有

□ 識別番号 □ 健康状態 □ □ 職業・職歴 □ 思想・信 □ □ □ 無

□ 氏名 □ 傷病歴 □ □ 学業・学歴 条 そ □ 　□ 無 □ 有

□ 性別 □ 障害 □ □ 免許・資格 □ 宗教 の □ 　他の実施機関 　□ 有

□ 生年月日 □ 身体特性 □ □ 賞罰 □ 社会的差 他 □ 　国等

□ 住所 □ 性格・性質 □ 成績・評価 別の原因 *1 □ 　その他*2 □ 他の実施機関

□ 本籍・国籍 □ □ 財産・収入 となる個 　□ 無 □ 国等

□ 電話番号 □ Ｅメール □ □ 納税状況 人情報 　□ 有 □ その他*3

□ 顔写真 アドレス □ □ 公的扶助 □

個人情報取扱事務を所掌する組織の名称

     個人情報取扱事務の名称 個　人　情　報　の　記　録　項　目
個 人 情 報 の

個人情

報の電

子計算

機処理

・結合

個人情報の経常的な

目的外利用の有無

     個人情報取扱事務の目的

収　　集　　先
個人情報の経常的な

目的外提供先     個人情報の対象者の範囲

基本的事項 心身の状況 家庭生活 社会生活 宗教等

そ

の

他

備　　　考

家族状況 本人 電算

婚姻歴 本人以外

親族関係

居住状況

結合

団体加入 実施機関内の利用

趣味

銀行口座

□ 共通 □ 事業所等共通 □ 固有

□ 識別番号 □ 職業・職歴 □ □ 人種 □ 宗教

□ 氏名 □ 学業・学歴 □ □ 思想・信条 □ 社会的差 □ □ □ 無

□ 性別 □ 免許・資格 □ □ 社会的身分 別の原因 そ □ 　□ 無 □ 有

□ 生年月日 □ 賞罰 □ □ 傷病歴 となる個 の □ 　他の実施機関 　□ 有

□ 住所 □ 成績・評価 □ 婚姻歴 □ 犯罪歴 人情報 他 □ 　国等

□ 本籍・国籍 □ 財産・収入 □ □ 障害 *1 □ 　その他*2 □ 他の実施機関

□ 電話番号 □ 納税状況 □ □ 健診結果 □ 少年法 　□ 無 □ 国等

□ 顔写真 □ 公的扶助 □ □ 診療調剤に □ 犯罪被害 　□ 有 □ その他*3

□ Eﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ □ 趣味 関する情報 □

□ 銀行口座 □ 刑事事件

個人情報の経常的な

目的外利用の有無

個人情報取扱事務を所掌する組織の名称

     個人情報取扱事務の名称 個　人　情　報　の　記　録　項　目
個 人 情 報 の

備　　　考

居住状況

親族関係

     個人情報の対象者の範囲

結合

実施機関内の利用

家族状況

団体加入

電算

本人以外

     個人情報取扱事務の目的

基本的事項 社会生活

心身の状況

家庭生活

要配慮
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要配慮個人情報の欄を追加 


